












   
自動車産業における働き方に関する一考察 (１) 
   
－願興寺 之氏の所論を中心に－ 
 
浅 野 和 也 
 





  ①労使協議での関与 
  ②制度設計での関与 
２ 変更された賃金・評価制度をどのようにみるか 
 (1）賃金・評価制度の特徴 
 (2）労働組合の機能            （以上、本号） 
３ Ｓ社における負荷適正化         （以下、次号） 
４ 労働時間と労働組合の規制 
おわりに 


























































 3 「１ 自動車産業の興隆を通じて、国民経済の発展に寄与する。２ 労使関係は相互信頼を基盤と
する。３ 生産性の向上を通じ企業の繁栄と、労働条件の維持・改善をはかる」を基調としてい
る。詳細は、トヨタ自動車労働組合『一人ひとりが輝く明日へ』2006年、206ページ。 



































 7 願興寺、前掲論文、136ページ。 
 8 仁田道夫『日本の労働者参加』東京大学出版会、1988年、７ページ。 
 9 同上、９ページ。 
 10 同上、13ページ。 
 11 同上、14ページ。 



































 14 同上。 
 15 同上、211ページ。 
 16 鈴木玲、前掲論文、21ページ。 
 17 同上。 


































 19 願興寺 之「労働組合の職場規制―研究の視点と課題―」『南山経営研究』第22巻第１号、2007年
６月、92ページ。 
 20 同上、93～94ページ。 
 21 同上、94ページ。 


































 23 鈴木、前掲論文、13ページ。 
 24 願興寺 之「労働組合の参加的経営関与に関する実証研究」『南山経営研究』第21巻第３号、2007
年３月、182ページ。 
 25 同上、183ページ。 
 26 同上、184ページ。 


































 28 同上、185ページ。 
 29 同上、186ページ。 
 30 同上、186～187ページ。 
 31 同上、188ページ。 
































 33 同上、190ページ。 
 34 同上。 
 35 同上、192～193ページ。 
 36 同上、193ページ。 
 37 同上、194ページ。 
 38 同上、195ページ。 
 39 同上。 
































































 41 同上、197ページ。 
 56 






































   
 注１：カッコ内のページ数は引用ページを表す。 
  ２：願興寺 之「労働組合の参加的経営関与に関する実証研究」『南山経営研究』第21巻第３号、2007
年３月をもとに作成。 














 42 同上、202ページ。 



















































































































































 49 同上、194～195ページ。 
 50 鈴木、前掲論文、15ページ。 
 51 願興寺「労働組合の参加的経営関与に関する実証研究」207ページ。 
 52 同上。 


































 54 石田光男『仕事社会科学―労働研究のフロンティア―』ミネルヴァ書房、2003年、121ページ。 
 55 トヨタ自動車労働組合『一人ひとりが輝く明日へ 60年のあゆみ』2006年、206ページ。 








































































 58 遠藤、同上書、277ページ。 










































 62 石田『仕事の社会科学』140ページ。 
 63 猿田「『日本的経営』とモラール・モチベーション管理」193～194ページ。 
 65 
に乗り遅れまいと遮二無二働かざるを得ず、働きすぎに拍車がかかることも十分にあり得るので
ある。 
 以上のことから、協調的労使関係における集団的な部分と個別的な部分との比重が、個別的な
方向に傾きを示している。それは、労働組合の職務規制の希薄化による査定の強化をもたらすの
であるが、果たして宿命として受け入れざるを得ないのか64。しかし、企業別労働組合の枠外に
置かれているいわゆる非正規労働者との格差、働きすぎ、過労死、過労自殺、うつ病などの全て
の労働者に共通する問題は、企業別労働組合では取り組むのに限界があると言わざるを得ない。
処遇の個別化が進展するなかで、労働時間管理も同様に個別化せざるを得ないのか。願興寺氏は、
Ｓ社における労働時間管理―「負荷適正化」の労使の話し合いについても分析しているので、次
号で確認することにしたい。 
 
受理日 平成23年３月28日 
 
 
─────────────── 
〈注〉 
 64 「『リーン生産方式』の企業経営にあっては労働組合の職場での機能は不明瞭なものとならざるを
得ない」石田『仕事の社会科学』140ページ。 
